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注 記 事 項 

[重要な会計方針] 

 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独

立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成28年2月改訂）（以下、独

立行政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表等を作成しております。  

ただし、「独立行政法人会計基準」第４３（注解３９）の規定については、「独立行政法人通則法の一

部を改正する法律」の附則第 8 条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セ

グメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 5～50 年 

構築物 2～17 年 

器具・備品 2～19 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）に基づいて

おります。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、退職一時金に係る退職給付債務の見込額は、簡便法（事業年

度末における当法人退職手当支給規程に基づく自己都合退職金要支給額の全額を計上する方法）

に基づき計上しております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第３８に

基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）によっております。
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５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 最終仕入原価法による低価法を採用しております。 

  

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 30 年 3 月末利回りを参考に 0.045％で計算しております。 

 

（２）無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 30 年 3 月末利回りを参考に 0.045％で計算しております。 

 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっておりま

す。 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 [貸借対照表関係] 

 （有形固定資産に係る資産除去債務に関する事項） 

＜資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの＞ 

（１） 当該資産除去債務の概要 

当法人の事務室に係る不動産賃借契約に基づく退去時における原状回復義務であります。 

 

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法 

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務に要する費用を合理的に見積り、資産除去債務を算

定しております。 

 

（３） 当該資産除去債務の総額の期中における増減内容 

    

 

＜貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務＞ 

（１） 当該資産除去債務の概要 

当法人が騒音斉合施設を設置するため国有財産法に基づき使用許可又は貸付契約により使

用又は賃借している土地に係る原状回復義務は、資産除去債務を合理的に見積もることができな

いため、貸借対照表に計上しておりません。 

 

 

 

期首残高 17,532,720 円

見積りの変更による増加額 －         

期末残高 17,532,720 円
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（２） 当該資産除去債務を合理的に見積もることができない理由 

当該債務に関連する国有財産(土地)の実質的な使用期間とそれに伴う返還時期は、施設の撤

去時期がおおむね決定している場合等を除き、その時々の社会情勢に適切に対処すべき国の航

空行政の動向を踏まえたものにならざるを得ず、現時点でその債務の履行時期を特定すること及

び除去費用の見積りが困難であり、資産除去債務を合理的に見積もることができません。 

そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 
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[損益計算書関係]

１　業務費の人件費内訳

役員報酬 13,133,440 円

給与手当 73,311,914 円

賞与及び賞与引当金繰入 26,244,841 円

法定福利費 17,316,017 円

退職給付費用 881,280 円

非常勤職員等給与及び手当等 7,365,951 円

２　業務費のその他経費のうち主要な費目及び金額

賃借料 175,227,000 円

租税公課 37,213,750 円

用地補償費 559,177,146 円

建物等補償費 550,200,804 円

業務委託費 42,622,861 円

助成費 24,864,491 円

３　一般管理費の人件費内訳

役員報酬 31,721,134 円

給与手当 55,338,438 円

賞与及び賞与引当金繰入 20,260,984 円

法定福利費 14,189,687 円

退職給付費用 1,652,375 円

非常勤職員等給与及び手当等 1,681,949 円

福利厚生費 263,629 円

４　一般管理費のその他経費のうち主要な費目及び金額

賃借料 30,581,832 円

業務委託費 6,783,240 円

水道光熱費 8,789,219 円

[キャッシュ・フロー計算書関係]

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 387,570,762 円

資金期末残高 387,570,762 円
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［金融商品関係］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、政府、地方公共団体及び金融

機関からの借入及び空港周辺整備債券の発行により資金を調達しております。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債等を保有しており株式等は

保有しておりません。 

借入金等の使途は運転資金および事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に

従って、資金調達を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 

 （１）現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

 （２）有価証券 

国債は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

また、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

これらは満期保有目的の債券として保有しており、債券の種類ごとの貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額は、次のとおりであります。 

なお、当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

 

（単位：円）

貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 387,570,762 387,570,762 0

（2）有価証券 1,300,000,000 1,300,000,000 0

（3）未払金 (52,720,375) (52,720,375) 0

（4）一年内返済予定借入金及び長期借入金 (229,957,572) (230,635,280) △ 677,708

（5）預り敷金・保証金 (621,807,910) (648,930,685) △ 27,122,775

(*)負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（単位：円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの － － － －

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 譲渡性預金 1,300,000,000 1,300,000,000 0

合計 1,300,000,000 1,300,000,000 0
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（３）未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

 （４）一年内返済予定借入金及び長期借入金 

   これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入及び債券発行を行った場合に想定 

される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 （５）預り敷金・保証金 

将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定する方法によっております。 

 

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

 

 

（注３）一年内返済予定借入金及び長期借入金の決算日後の返済予定額 

 

［賃貸等不動産関係］ 

当法人は、空港周辺整備計画に基づく再開発整備事業を実施するため、福岡空港の周辺に騒音斉

合施設等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次

のとおりであります。 

（単位：円）

1年以内
1年超

5年以内

現金及び預金 387,570,762 －

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券 1,300,000,000 －

合計 1,687,570,762 －

（単位：円）

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

長期借入金 78,541,710 77,980,746 42,331,116 3,456,000 3,456,000 24,192,000
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また、賃貸等不動産に関する平成 30 年 3 月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであり

ます。 

 

 

  

（単位：円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高

1,477,161,975 △ 37,609,192 1,439,552,783 1,552,323,902

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

　　固定資産取得による増加　　　35,208,000円

　　減価償却による減少　　    　72,658,734円

（注３）当期末の時価は、主として国土交通省の建設工事費デフレーターの変動率に基

　 　づいて当法人で算定した金額であります。

貸借対照表計上額
当期末の時価

（単位：円）

賃貸収益 賃貸費用 その他損益

563,887,637 388,021,405 △ 5,316,311

（注）その他損益には、財務損益を含んでおります。　
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［退職給付関係］ 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当

該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び

退職給付費用を計算しております。 

 

２．確定給付制度 

 

 

[その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報] 

当法人が実施している環境対策事業については、「福岡空港特定運営事業等実施方針」（平成 29 年

３月 24 日国土交通省航空局）により、周辺地域の理解を得る観点から、滑走路増設事業の完了（平成

37 年３月予定）から４年後（平成 41 年３月）に予定されている当法人の廃止までの間、経過措置として

国及び当法人が費用を負担して実施することになっております。 

 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

11,750,873 円

退職給付費用 2,533,655 円

退職給付の支払額 △ 10,386,200 円

3,898,328 円

（２）退職給付に関連する損益

期末における退職給付引当金

期首における退職給付引当金

簡便法で計算した退職給付費用　2,533,655円


